
１．総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には市長、副市長、市議会議員、委員などに支払われる給与又は報酬を含む。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(注)   １　職員手当には退職手当を含まない。
 　  　 ２　職員数は、平成26年4月1日の人数である。
        ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

 (3) ラスパイレス指数の状況

（注）２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が　類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
（注）３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値である。

 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている

　　　　①給料表の見直し

【実施】
（給料表の改定時期）　平成27年４月１日
（内容）　給料表については国の見直し内容を踏まえ、同様に実施。激変緩和のため、３年間（平成30年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　②地域手当の見直し

（支給割合）　国基準15%に対し、門真市においては平成27年4月１日から平成30年3月31日まで14%、平成30年4月1日からは15%を支給予定

（参考）

-

類似団体平均
一人当たり給与費

26年度

13.1%

742

26年度

2,808,382千円

126,603人

（参考）

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人　件　費　率人 件 費

　　　　　　Ｂ

50,796,945千円 417,238千円 6,678,319千円 12.9%

25年度の人件費率

区 分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住 民 基 本 台 帳 人 口

　　　　　（27年１月１日）

門真市の給与・定員管理等について

実 質 収 支

　　　　　　Ａ 給　 料 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

区　分 職員数 給 与 費

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ職員手当

一人当たり給与費

820,854千円 1,142,818千円 4,772,054千円

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸級表（一）適用職員の俸級月額を100として計算した指数である。

6,431千円

15% 15%

15%

国基準による支給割合

門真市の支給割合

平成26年度の支給割合
見直し後の支給割合

（Ｈ30.４.１）

14%

平成27年度の支給割合
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2．職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成24～26年の3ヵ年平均)
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

　　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

円

1
2

(2) 職員の初任給の状況（平成27年４月１日現在）

１種 円

２種 円

円 円 ３種 円

円 円 ―

― ― ―

円 円 ―

円 円 ―

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

― 円 円 円

― 円 円 円

円 円 円 ―

― ― ― 円

経 験 年 数 ３ ０ 年

402,500

375,420

372,267

364,467

390,700

422,600短　大　卒

一般行政職

技能労務職

260,039

142,100

313,400 415,250

経 験 年 数 ２ ０ 年経 験 年 数 １ ０ 年

340,291

151,067

179,500

201,900

大阪府

国

うち学校給食員

門真市

区分 平均年齢

―

教育職
大　学　卒 187,700

短　大　卒 174,200

高　校　卒 308,738

大　学　卒 円

157,700

中　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

234,733

中　学　卒

区　　　         分

350,900

310,600 341,700

高　校　卒

教育職
大　学　卒

355,680308,567

(国比較ベース)

初 任 給初 任 給

平均給与月額

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給さ
れた期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

区　分

348,139円

平均
年齢

区　分

門真市

門真市

うち清掃職員 48.1歳 74人

51.8歳 33人

大阪府

19人53.4歳

うち清掃職員

51.3歳 628人

門真市

公務員(Ｃ)

50.1歳

区分 平均年齢

参考

うち用務員

類似団体

3,989,200円

354,694円

年収ベース(試算値)の比較

国

366,879円

149人

うち学校給食員

うち用務員

平均給料月額 平均給与月額

408,472

425,401

438,804

373,805

383,749

1.76

413,881

7,392,290円

7,026,539円

1.91

315,054

2,861,400円 2.58

平均給料月額 平均給与月額

180,800

経 験 年 数 ２ ５ 年

411,000

民間(Ｄ) Ｃ/Ｄ

157,700

454,966円

類似団体

― ―

6,936,042円 3,632,000円

3,119人

49.7歳

平均給与月額
（国比較ベース）

平均
給料月額

対応する民間
の類似職種

Ａ／Ｂ
平均
年齢

参　考民　　間公　務　員

平均給与
月額（B)

職員数

―

―――

平均給与
月額（A)

352,609円

370,398円

調理士 42.5歳

54.6歳

―

423,651円

416,628円

436,206円

―

288,100円

267,200円

200,300円

424,317円

1.52

1.60

2.27

37.7

42.6

43.5

廃棄物処理業

―

289,172

326,930

335,000

―

44.7歳

―

436,792円

326,611円

317,465円 ―398,181円

437,903円

用務員

―

426,388円

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で
算出している。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手
当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

―

―

―

―

― ―

287,992円

円

146,500

類似団体

37.5

39.9

415,614

大阪府 342,195

区　　　分

高　校　卒

国

187,700
187,700

一般行政職

門 真 市

174,200

初 任 給

大 阪 府

―

「平均給料月額」とは、平成27年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

技能労務職

（注）
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３.一般行政職の級別職員数等の状況
(1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(平成27年４月１日現在)

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

(注) １　門真市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(２)昇給への勤務成績の反映状況

４．職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

466,300

146,500

196,500

223,900

258,300

360,100

405,800

390,700

407,900

442,600

378,700

315,800

301,900

285,000

347,700

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

244,900

6級

1.50

12

期末手当

1.50

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　5～20％

月分

（1.45） 月分（0.70）（0.70）

・管理職加算　　10～25％

勤務成績については、課長補佐以上を対象に人事評価を実施しており、平成26年度の人事評価の結果をもとに
平成27年度の勤勉手当に反映させている。

勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（1.45） （0.70）月分

月分月分 月分2.60

月分

2.6

月分2.60 1.50

月分

勤勉手当

8級

12.1

1級

2級 172

課長補佐、副参事

主任、上席主査

主査

82

25

37.2

部長、管理監、技監

標準的な職務内容

係員

課長、参事

係員

次長、総括参事7級

3級

4級

5.4

区分 構成比職員数

期末手当

65 14.1

千円

勤勉手当

39

大阪府門真市

・役職加算　　5～20％

月分

（1.45）

8.4

2.4

期末手当

2.60

・管理職加算　　10～25％

月分

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

国

―
１人当たり平均支給額（平成26年度）

1,447

17.7

勤務成績については、課長補佐以上を対象に人事評価を実施しており、平成26年度の人事評価の結果をも
とに平成27年度の昇給に反映させている。

56

5級

11

千円 1,679

１人当たり平均支給額（平成26年度）

月分

・役職加算　　5～20％

1級, 5.4% 1級, 4.3% 1級, 3.8% 

2級, 37.2% 2級, 38.9% 
2級, 32.3% 

3級, 12.1% 3級, 11.2% 

3級, 12.7% 

4級, 14.1% 4級, 14.3% 
4級, 16.5% 

5級, 17.7% 5級, 17.4% 
5級, 16.9% 

6級, 8.4% 6級, 8.9% 
6級, 10.7% 

7級, 2.6% 7級, 3.1% 7級, 4.0% 
8級, 2.4% 8級, 2.2% 8級, 3.1% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
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80%

90%

100%

平成27年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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(2) 退職手当（平成27年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 勤続２０年

勤続２５年 勤続２５年

勤続３５年 勤続３５年

最高限度額 最高限度額

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（平成27年４月１日現在）

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成27年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

　　　　教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、

月分

20.445

千円　

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

29.145

49.59

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度）

6,906

月分

21,982

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

全域

地域手当補正後ラスパイレス指数

行旅死亡人以外の死亡人の遺品整理等の業務に従事した職員

支給対象職員数

債権差押業務従事手当

15

主な支給対象職員及び業務

直接放置された犬、猫等これらに類する動物の死体処理に従事し
た職員

手当の名称

手当の種類（手当数）

千円　支給実績（平成25年度決算）

207

行旅死亡人等収容
護送業務従事手当

- 

- 

- 

324千円

千円　

169,484

- 

行旅死亡人の収容護送作業等に直接従事した職員

人に危害が及ぶ恐れがある動植物の捕獲等に従事した職員

その他市長が特に必要と認めた場合

支給実績（平成26年度決算）

96.8

市税等の滞納処分に関する業務に従事した職員

月分

保健所等の指示による感染症防疫業務等に従事した職員

「門真市災害対策本部条例」及び「門真市国民保護対策本部及び
門真市緊急対処事態対策本部条例」等に基づき、各対策本部が
設置されるなど市として組織的に、住民の避難誘導業務、復旧等
の応急業務を行う場合において、実地にこれらの業務に従事した
職員

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

国門真市

49.59

25.55625月分

29.145

自己都合

455,876

月分49.59

21,443

応募認定・定年

20.445

月分

％　

5

千円　

種類　

860

（ラスパイレス指数） （97.6）

支給実績（26年度決算）

　円　

5.3

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

国の制度（支給率）

169,949

182千円

- 

月分

月分

34.5825

一人当たり

その他の加算措置

月分

月分

41.325

千円

月分

204

支給実績（平成26年度決算）

83214

人体に有害及び有害の恐れがある物質に直接接触した業務に従
事した職員

危険物等取扱業務
従事手当

行旅病人の収容護送作業等に直接従事した職員

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用
いて補正したラスパイレス指数　（補正前のラスパイレス指数×（１＋門真市の地域手当支給率）/（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

379,289

支給対象地域 支給率

支給実績（平成26年度決算）

千円　

行旅死亡人以外の死亡人の収容護送作業等に直接従事した職員

354千円

千円　

感染症対策等業務
従事手当

　物件引揚げ1件につき　200円

左記職員に対する支給単価

　1件につき　500円

　1件につき　1,000円

　1件につき　2,000円

　1件につき　2,000円

　差押調書1件につき　100円

　1件につき　1,000円

災害等現場出動業務
従事手当

　１件につき　500円

　1件につき　500円

　在宅者等の訪問調査（250円）

勤続２５年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、退職手当
の基礎となる給料月額の2～20％を加算。

41.325

平均支給額

25.55625

その他の加算措置

49.59

49.59

月分

円　

49.59

月分

月分

勤続２0年以上の定年前早期退職者の退職年齢に応じ、退
職手当の基礎となる給料月額の2～45％を加算。

月分

千円

月分

34.5825

自己都合 応募認定・定年

- 
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(6) その他の手当（平成27年４月１日現在）

・自転車等を利用している職員

５．特別職の報酬等の状況（平成27年４月１日現在）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

（１期の手当額） 　（支給時期）

任期毎

任期毎

任期毎

退職時

退職時

退職時

（注） 1

2

職員に配偶者のない場合の扶養親族１人

手当名

配偶者以外の扶養親族

・自ら居住するため住宅を借り受け、家賃を支払っている職員

家賃額に応じて27,000円を上限に支給

配偶者

扶養親族のある職員に支給

同

支給実績
（平成26年度決算）

円

81,491千円

70,521千円

115,798千円

満16歳の年度始めから満22歳の年度末
までの子

52,706千円

支給職員１人当たり

平均支給年額

705,000

740,000

720,000

46,300円～
139,300円

（行政職（一））

管理又は監督の地位にある職員に対し、職務の級に応じて
28,000円～85,000円を定額で支給

680,000

634,500

市 長

報
酬

594,000

副 議 長

給料月額×在職月数×35/100

月分

退
職
手
当

　　（算定方式）

給料月額×在職月数×45/100 20,736,000

の20を乗じた額の合計額に、支給割合を乗じる。

0

6,300,00075万円　×　在職月数　×　25/100　×　70/100

96万円　×　在職月数　×　45/100　×　　0/100

9,000,000

8,568,000

850,000

区 分

14,280,000

85万円　×　在職月数　×　35/100　×　60/100

4.10

議員の期末手当は、報酬月額と報酬月額に100分

月分

給料月額×在職月数×25/100

市 長 等 の 退 職 手 当 の 支 給 額 の 特 例 に 関 す る 条 例

合計額とこの合計額に100分の20を乗じ た額 との

6か月定期代相当額を支給

通勤手当

教 育 長

給
料

管理職手当

職員が通勤のため交通機関等を利用し、かつ、運賃等を負
担している場合及び自転車等により通勤している場合並びに
両者を併用している場合に支給

議 長

教 育 長 637,500

合計額に支給割合を乗じる。

市 長

960,000

距離に応じて2,000円～24,500円を支給

議 長

660,000

　　（平成26年度支給割合）

副 市 長

(参考)類似団体における最高/最低額

750,000

666,000

国の制
度との異

同

同

・上記以外の職員

・交通機関を利用し運賃等を負担している職員 円98,493

212,216 円

円278,868

収 入 役

副 市 長

扶養手当　

住宅を借り受け、家賃を支払っている職員に支給

副 市 長

4.10

勤 め た 場 合 に お け る 退 職 手 当 の 見 込 額 で あ る 。

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給 率に基づ き、 １期 （４ 年＝ ４８ 月）

給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。

教 育 長

市 長

議 員

副 市 長

市長などの期末手当は、給料月額 と地 域手 当の

副 議 長

　　（平成26年度支給割合）

0円

【支給単価等】

異

備 考

市 長

議 員

住居手当

給料月額等

期
末
手
当

【支給単価等】

1人当たり
5,000円加算

13,000円

内容及び支給単価

【支給単価等】

国の制度と
異なる内容

（平成26年度決算）

同6,500円

11,000円

643,322
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６．職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）[　　　]内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（平成27年４月１日現在）

～

55歳 59歳 以上

～ ～ ～ 計

60歳

47歳

91人職員数 80人 107人 95人 65人 49人 14人

～
56歳44歳20歳

832人2人 30人 97人 101人 101人

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 51歳

40歳

総合計
825

[1412]
832

[1412]
7

48歳

＜参考＞
人口1万人当たり職員数　65.38人

区分

32歳 36歳 52歳

未満

20歳 24歳 28歳
～ ～

　
～

　
　
～ ～

2

82 85 3

40 40

業務の充実

業務の充実

743 747

消　　 　防

28 29 1

病　　院

水　　道

下 水 道

交　　通

14 16

そ の 他

公営企業等会計部門計

▲ 3 業務の見直し

4
＜参考＞
人口1万人当たり職員数　58.69人
（類似団体の人口1万人当たり職員数　64.41人）

業務の充実

業務の見直し

＜参考＞
人口1万人当たり職員数　37.12人
（類似団体の人口1万人当たり職員数　47.12人）

業務の充実など

業務の見直し

業務の充実2

2

▲ 4

7470 477

68

93 89

273 270

2 2

6 8

66

132

公
営
企
業
等
会
計

部
門

普通会計計

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

9 9

119 128

43 41

農林水産

商　　工

部門

一
般
行
政
部
門

一般行政部門計

教　　 　育

土　　木

衛　　生

労　　働

民　　生

主な増減理由
平26 平27

職員数

9

▲ 2

区分

議　　会

総　　務

税　　務

132

対前年
職員数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比 

5年前の構成比 
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（３）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

７．職員の任免及び職員数に関する状況

（２）　退職の状況（26年度）

８．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）　勤務時間の状況（H26.1.1現在）

　
（２）　年次有給休暇の状況（26年度）

　　在職した一般職員である。

９．職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）　分限処分の状況（26年度）

（２）　懲戒処分の状況（26年度）

▲59（▲6.6％）

過去５年間
の増減数（率）

▲159（▲25.0％）

126（87.5％）

▲33（▲4.2％）

▲26（▲23.4％）

891 863 833 805 825 832

111 98 92 82 82 85

780 765 741 723 743 747

132 273 270

平成25年 平成26年 平成27年

636 624 600 591 470 477一般行政

教育

平成22年 平成23年 平成24年

144 141 141

警察

消防

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

部門別

年度

－ － －

休憩時間

午前9時から午後5時30分

水道局

－

全対象職員数

3,714.2日

－

総付与日数

14,289.3日

総取得日数

－

平均取得日数

9.9日

部局

農業委員会事務局

（１）　採用の状況（26年度）

1週間の勤務時間 38時間45分

新規採用 再任用

3

正午から午後0時45分

※１日の勤務時間は職場により異なる。

降任

26.0%

取得率

375人

13

教育委員会事務局

選挙管理委員会事務局

降給

－

1日の勤務時間

10

市議会事務局

教育委員会事務局

選挙管理委員会事務局

農業委員会事務局

固定資産評価審査委員会事務局

派遣関係

41

定年退職 その他

66

市長部局

計

※・対象職員とは、市長部局に勤務する交替制勤務職員以外の非現業職員で全期間を

 　・1年につき20日を付与され、最大40日まで繰り越し可能である。

－ －

－ －

－

監査委員事務局

市長部局

水道局

固定資産評価審査委員会事務局

監査委員事務局

市議会事務局

免職

－

－

－

－

－

－

休職

11人

－

4人

－

－

－

－

－ －

－

－ －

－ －

－

－ －

－ －

計

11人

－

4人

－

－

部局 免職 停職

－ －

－ －15人

－

計

－ －

－

－

－

15人

－

－

－

－

－ －

－ －

－ －

－

－ －

－

減給 戒告 計

－ － －

－ －

－ －

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－－ －
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10．　職員の研修の状況

研

修

の

概

要

参
加
人
数

11．　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）　健康診断の状況（26年度）

　　定期健康診断及びその他特殊健康診断を実施している。

（２）　福利厚生の状況（26年度）
　　職員の福利厚生は地方公務員法で義務付けられており、門真市職員厚生会で行っている。

（３）　公務災害補償の状況（26年度）

12．　公平委員会からの報告（26年度）

13．  公益通報の状況（26年度）

一般研修

・新規採用職員研修

・一般職員Ⅰ部研修

・一般職員Ⅱ部研修

・管理監督職員研修

派遣研修

マッセ大阪（大阪市中央区）

・現業職員Ⅱ部研修

・人事評価研修

など

544

特別研修

・職場研修指導者養成研修

・パソコン活用研修

・人権問題研修

・消防体験学習

・特定事業主行動計画研修

・公務員倫理研修

・法律研修「政策法務」

・気がきく職員の仕事のすすめ方研修

1327

など

その他

・能力向上研修 ・全国市町村国際文化研修所実施研修 

「業務マニュアル作成研修」 「自治体の財政確保策」

「学習意欲を高める参加体験型研修」「文章作成能力向上研修」

「バリアフリー新法と比較体験」

「段取り力向上研修」 「生活困窮者の自立支援を考える」

「女性ステップアップ研修」 ・市町村職員中央研修所実施研修

「長期ビジョンの策定と地域づくりの実践」・専門研修

「固定資産税課税事務研修」 

「採用担当実務研修」 ・国土交通大学校

102

・池田ウォンバット塾

など

・システム研修

「エクセル基礎」

・認知症総合アセスメント研修

「研修担当者研修」 ・大阪府都市整備推進センター実施研修

「舗装の設計・施工・補修」「地方財政研修」

「激動する日本政治の展望」

・公営企業会計研修・源泉徴収事務研修「情報化基本研修」 

是正措置等の必要がなかったもの

15件

４件

「アクセス基礎」

・セミナー

不利益処分に関する不服申立ての状況

―

など

受理件数

「人口減少時代のまちづくり」

など

公務災害申請件数

3344116

・自治体土地評価研修会

通勤災害申請件数

人事課

―

調査に着手した件数

―

是正措置等を講じた件数

―

該当なし

　　　職員からの内部通報

・統計職員基礎研修

・レセプト点検実務研修

・自治体情報ネットワークセミナー

・感染症、食中毒予防対策講習会

職場実施

・国家戦略特区研修

・公営住宅管理研修

・戸籍業務研修

勤務条件に関する措置の要求の状況

・デング熱研修会

・緑化技術研修

該当なし

公務災害補償制度

会員掛金

※主な事業内容：福利厚生事業委託、人間ドック受診補助、リフレッシュ支援金など

月額600円（１人当たり）

年額7,200円（１人当たり）市負担金

（26年度）

・計量実務担当者研修
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14　公営企業職員の状況

（１）水道事業

　１）　職員給与費の状況

　　　ア　決算

総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 （参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

26年度 千円 千円 千円 ％ ％

（注） １　職員給与費とは、職員に対して支給する給与だけでなく、共済費（社会保険料の事業主負担分）等も含んだ経費です。

　　　 ２　職員給与費には特別職を含みます。

       ３　資本勘定支弁職員に係る職員給与費48,861千円を含みません。

職員数

Ａ

26年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注） １　職員手当には退職手当を含みません。

　　　 ２　職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数です。

　　 　３　給与費は、特別職を含みません。

　　　 ４　１人当たりの給与費は支給総額で、税や社会保険料控除前の額です。

　　　イ　特記事項

　２）　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２７年４月１日現在）

歳 円 円

　３）　職員の手当の状況

　　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（26年度）

千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役職加算 5～20％ 　・　役職加算 5～20％

（注）　（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　イ　退職手当（平成２７年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。

（参考）門真市平均
一人当たり給与費

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

区分 給与費

給料 職員手当

28 125,538 40,469

月分

月分

月分

2,517,639 224,990

1,568

門真市上下水道局 （一般行政職・団体平均等）

1.5

（　0.7　）

2.6

（　1.45　）

門真市上下水道局

門真市上下水道局

40.1

（　1.45　）

49.59

49.59

34.5825

9.6

8,239 6,431

月分

月分

月分

月分

422,409

勧奨・定年

月分25.55625

230,679

月分

月分49.59

20.445 月分

千円23,926

（　0.7　）

総費用に占める職員給与費比率

期末・勤勉手当 計　　　Ｂ

8.9572,552

358,224

（注） １ 基本給は、給料・扶養手当及び地域手当の合計額です。

       ２ 平均月収額には、基本給の他、通勤手当などの毎月支払われる手当及び期末・勤勉手当を含みます。

2.6 1.5

64,672

区分

25年度の総費用に占める職員給
与比率

（一般行政職・団体平均等）

一人当たり
給与費 Ｂ／Ａ

自己都合 勧奨・定年 自己都合

千円-

41.325

29.145

49.59

勤続25年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、退職手当額の
2～20％を加算。

25.55625

勤続25年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、退職手当
額 の2～20％を加算。

41.325

29.145

20.445

月分

月分

49.59

49.59

34.5825

月分

月分

月分
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　　　ウ　地域手当

（平成２７年４月１日現在）

％ 人 ％

　　　エ　特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

支給実績（２６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額

職員全体に占める手当支給職員の割合

手当の種類（手当数）

　　　オ　時間外勤務手当

支給実績（２６年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

支給実績（２５年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　カ　その他の手当（平成２７年４月１日現在）

（２６年度決算）

扶養親族のある職員に支給

【支給単価等】

配偶者

配偶者以外の扶養親族

【支給単価等】

【支給単価等】

支給実績（２６年度決算） 16,400 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 455,563 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

全域 14 36 14

千円

0 千円

0 円

0 ％

0

手当の名称 主な支給対象職員及び業務 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当た
り平均支給年額

311 千円

5,630 千円

296 千円

手当名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（２６年度決算）

6,831

扶養手当 同 3,114千円 194,625円

13,000円

6,500円

職員に配偶者のない場合の扶養親族１人 11,000円

満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末まで
の子

1人当たり
5,000円加算

住居手当

住宅を借り受け、家賃を支払っている職員に支給

同 1,478千円 295,680円
・自ら居住するため住宅を借り受け、家賃を支払っている職員

家賃額に応じて27.000円を上限に支給

・上記以外の職員

0円

通勤手当

職員が通勤のため交通機関などを利用し、かつ、運賃等を負担して
いる場合及び自転車等により通勤している場合並びに両者を併用し
ている場合に支給

同 2,739千円 94,431円

・交通機関を利用し運賃等を負担している職員
　　　　　6カ月定期代相当額を支給

・自転車等を利用している職員
　　　距離に応じて2,000円～31,600円を支給

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に対し、職員の級に応じて28,000円
～85,000円を定額で支給 同 8,017千円 668,100円
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